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序章

1．研究背景と問題意識

1978 年 12 月の中国共産党第 11 期第 3中全会で、「大躍進」
1
以来 20年にわたる「自力

更生」の路線から「経済改革・対外開放」という経済建設中心の政策採用に踏み切る歴史

的決定が行われ、既に 40年以上経過した。中国は「改革・開放政策」の実践の中で、社

会主義現代化建設の新たな時期を迎え、計画経済から社会主義市場経済への転換、農業大

国から工業大国への大転換、衣食問題の解決から小康社会の全面的建設への転換を実現し

た。世界から注目された「中国式成長」によって、「時代に遅れる」から「時代に追い付

く」、さらに「時代を導く」までの躍進的な成長を遂げた。

一方で、経済の発展に伴い、中国企業は持続的成長という大きな課題を直面している。

人材は企業の持続的成長において極めて重要な要素であり、人的資源の適切な管理と活用

が求められる。人的資源は、従業員としての人々だけでなく、モノ（物的資源）、カネ

（金銭的資源）、情報（情報的資源）などと共に、代替し難い資源として企業の発展に欠

かせないものである（山下洋史［2004］p.3）。「ヒト」の管理はかつて人事労務管理

（Personnel Management ：PM）と呼ばれていたが、現代では人的資源管理（Human

Resource Management、以下「HRM」）と呼ばれている。HRMは企業における人間を

資源・資産をみなし、特別な特徴を持つヒトの管理・活用の方法である。現在、世界的な

共通見解として、「ヒトの管理・活用」は、HRMであると認識されている。しかし、世

界の政治経済の構造が変化する中で、より高い競争力が求められるようになった。このた

め、欧米の企業では従来の一般的な管理機能に加えて、「ビジネスパートナー」、「戦略

1
中国の毛沢東主導により、1958年からの第２次五ヵ年計画の中で挙げられた鉄鋼、農作物の大増産運動。
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的組織設計」、「従業員チャンピオン」、「変革の推進者（Change agent）
2
」など、よ

り複合的な機能を持つHRMに取り込んできた。これは急速な経済発展に伴って国際競争

力を獲得するために従業員の管理と活用が効果的に行われる必要性から生まれたものであ

る。

同様に、中国企業は、グローバルな競争力を獲得するために、製品の品質向上や技術革

新に焦点を当てた研究開発（Research and development、以下「R＆D」）活動を積極的

に推進している。初期段階では技術的な遅れを抱えていたため、中国政府は、「技術革新

とキャッチアップ」を国家戦略と位置付け、積極的にR＆Dに対する投資を増やした。R

＆D従事者は技術革新を推進する中心的な役割を果たしており、R＆D従事者のモチベー

ションやパフォーマンスは、企業の競争力に直結している。これにより、中国企業は従来

の模倣やライセンス生産に頼るのではなく、先進国企業の経営資源を活用することで独自

の技術開発とイノベーションを推進するようになった。そのため、R＆D従事者の能力や

創造性を最大限に引き出すためのインセンティブ・システムの構築が重要である。R＆D

従事者は高いモチベーションを持ち、成果を上げることで、経営資源の活用が効果的に行

われ、競争優位性の構築に繋がる。

経営資源の効果的な活用は中国企業にとって生死に関わる重要な課題である。しかし、

後発国の企業はさまざまなルートを通じて経営資源を獲得しようとしたものの、外部の経

営資源を企業内の経営資源と融合し、競争優位を構築できた事例は極一部にすぎない。中

国企業は、後発国企業のキャッチアップ戦略の一環として極めて重要な位置を占めており、

R＆D従事者のモチベーションやパフォーマンスを引き出すために効果的なインセンティ

ブ・システムの構築が求められてきた。しかし、中国における経営資源を活用したインセ

ンティブ・システムの構築に関する研究は依然として少なく（周文霞［2018］p.167）、

理論と実践を結び付ける形で解明されておらず、企業組織での活用に至っては課題が山積

しているからである。

先進国で研究・実践される労働契約制やストック・オプション・システムなどのインセ

ンティブ・システムが研究や実践によって人材の活用に貢献している。しかし、これらの

インセンティブ・システムは、そのまま中国企業に適用できるとは限らない。なぜなら、

中国企業には、伝統的な報酬インセンティブを中心とした内在的な問題や、先進国と異な

2
出所：ドラッカー『Managing in the Next Society』の最終章『The way ahead』で企業が成功し、生き残るために、

change agent にならなければならないと、その必要性に触れたことが始まりと言われている。
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る経済制度やビジネス環境といった大きな違いが存在するからである。現在、多くの中国

企業は、まだ模倣を中心とした制度構築段階に留まっているのに対して、一部の企業は既

に先進国企業にキャッチアップし、独自のインセンティブ・システムを構築している。

また、世界の企業発展史を振り返ってみれば、日・独・米でも中国と同様の現象が存在

した。即ち、いずれの国でも、模倣といった段階からスタートしたが、結果的に競争優位

性を構築した企業は、少数派であったものの存在した。なぜ一部の中国企業は海外経営資

源を活用して競争優位性の構築に成功できたのか、この素朴な疑問こそ、本研究の問題意

識であり論文の原点でもある。従って、R＆D従事者のモチベーションやパフォーマンス

を向上させるための効果的なインセンティブ・システムの構築は、企業の技術革新と競争

力向上に不可欠な要素となるため、研究の重要性が高まっている。

以上のように、本研究に至った背景には、中国企業のインセンティブ・システムの既成

研究において、経営資源活用の理論と実践を結び付けたものが少なく、インセンティブ・

システムの導入効果を検証するものが皆無に近い状況にあるがゆえに、本研究のための

「空間」を提供したからである。

本研究は、以上のような問題意識を持ってスタートしたい。

2．研究目的と仮説設定

2.1 研究目的

本研究の問題意識は、先進国で蓄積された経営資源の活用を重視し、後発型の中国企業

が持続的成長を達成するためのインセンティブ・システムの構築を念頭に入れたものであ

る。先述の問題意識に基づき、本研究では、以下の内容に取り組む。まず、中国企業がイ

ンセンティブ・システムを導入する背景と展開段取りについて考察を行う。そして、先進

国企業のインセンティブ・システムと比較することで、中国企業におけるインセンティ

ブ・システムのパターンを明らかにする。最後に、インタビュー調査をもとに、インセン

ティブ・システムの期待導入効果を事例研究によって検証を行う。本研究の主たる目的と

目的を達成するために、クリアせねばならない 5つの課題を（図表 0‐1）にまとめた。図

表 0‐1 は、本研究の中心目的と五つの課題を図表化したものである。



4

図表0‐1 本研究の主たる目的と五つの課題

主たる目的：

中国企業におけるインセンティブ・システムの発展段階を追跡し、代表的なインセンテ

ィブ・システムの類型化、さらに各類型に焦点を当てた事例研究を通じて、海外経営資源

を活用することで中国企業に適用可能な分析フレームワークの構築と実証分析を検討して

いきたい。

出所：筆者作成。

2.2 本研究の視角

近年、中国でもインセンティブに関する研究が盛んに行われているが、組織内では外部

の経営資源を持続的に内包化・活用するための構築過程に関する研究は不足している。言

い換えれば、経営資源の活用によって構築されたインセンティブ・システムに関する研究

はいまだ少ない状態にある。その主な原因は、中国企業を取り巻く外部環境の変化やイン

センティブ・システム構築プロセスが求められるものと考えられる。一方で、従来の理論

では、先発国企業は、R＆D力と技術競争のレースにリードしている企業であり、その技

術的な競争優位性をベースにして競争することが想定されている。後発国企業は先発国企

業を模倣し、効率的に学習できるという後発競争優位性の構築によって先発国企業をキャ

ッチアップするとしてる。また、後発国企業は技術的キャッチアップだけでなく、新たな

次元での差別化によってキャッチアップすることも重要である。したがって、先発国企業

課題①

改革開放を
境目にした
中国企業の
インセンテ
ィブ・シス
テムの発展
段階を解明
する。

課題②

中国企業にお
いてのインセ
ンティブ・シ
ステムの類型
化を通じて、
そのマクロ的
な把握を図
る。

課題③

国際比較を通
じて、中国企
業のインセン
ティブ・シス
テムの特徴を
明らかにす
る。

課題④

各類型に即し
た事例研究を
行ない、既成
インセンティ
ブ・システム
の機能と課題
を検証する。

課題⑤

独自のフレーム
ワークを用い
て、三つの事例
に関する検証を
行い、実施可能
なインセンティ
ブ・システムを
探る。
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の経営資源の活用の一環として、成熟した先発国企業のインセンティブ・システムの導入

と経営資源の活用を通じて、キャッチアップ型HRMの効率化を図るということに視点を

据えるものと提起したい。

インセンティブは、HRMにおいても最も重要であり、基本的な要素である。既存のイ

ンセンティブ理論は、組織行動論や心理学の欲求分析に基づいた人間の行動を激励する手

段であると考えられる。経営理論では、インセンティブ理論や資源ベース理論、ダイナミ

ック・ケイパビリティ理論などが後発国で蓄積された経営資源と優位性を前提として議論

されてきた。しかし、これまでの先発国企業の発展プロセスや既存の理論モデルでは、現

在の中国企業の成長を説明できなくなった。中国企業は、先発国企業の発展プロセスとは

異なり、経営資源の優位性を構築することで特徴づけられるようになった。そのため、新

たな理論的な補完が仮説設定に必要となる。

次に、先発国企業の経営資源の活用は、中国企業の発展と成長に大きな影響を与えてい

る。従来の研究では、中国企業が資本や技術の導入、戦略的提携などの経営手法を通じて、

企業の発展と成長を追求し、先発国企業から経営資源を活用することにより、特色あるシ

ステムを構築してきた。しかし、本研究では、HRM、特にインセンティブ・システムを中

心に、中国企業が海外の経営資源を活用するという視角を明確にすることを目指している

（図表 0‐2）。図表 0‐2 では、後発国企業の経営資源活用プロセスは、先行研究において

四段階に分けられる。各段階のネーミングの差異があるのの、発展経路には大きな差異も

見られた。

図表 0‐2 経営資源活用によるキャッチアップ戦略の比較

国際比較
キャッチアップ戦略

発展経路 パターン

先発国企業
経営資源を最適に統合・利用することにより、適

用のシステムを開発する
stage A‐stage B‐stage C‐stage Ⅾ

後発国企業
Ⅰ：先発国企業と同じ発展経路をとることによっ

て、先発国企業より早く進む

経路追随

stage A‐stage B‐stage C‐stage D
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Ⅱ：後発国企業が先発国企業のある段階を飛ばす

ことによって、時間を節約する

ステ-ジキップ

stage A‐stage C‐stage D

(リ-プフロッグⅠ)

Ⅲ：先発国企業の優位性を利用すると同時に独自

のシステムを開発の道を開拓する

発展経路依存と発展経路創造

stage A‐stage B‐stage C‐stage D

（リ-プフロッグⅡ）

Ⅳ：後発国企業が独自の技術開発の道を模索する

発展経路創造

stage A-stage B-stage C-stage D

（リ-プフロッグⅢ）

出所：Lee＆Lim（2001）をもとに筆者加筆・修正。

2.3 研究対象の設定

比較分析を行う際、研究対象の選定は非常に重要である。中国製造企業は成長モデルや

企業形態、規模性がさまざまであり、統計的なデータの有意性に懸念がある。一方で、中

国の製造企業におけるインセンティブ・システムの独自性を考察するために、グローバル

化が注目される華為技術有限会社（以下「ファーウェイ」）、海尓集団（以下「ハイアー

ル」）、海信集団（以下「ハイセンス」）を代表的な企業として重点に取り上げる。事例

研究に関わる企業選択の基準は下記の視点を踏まえたものである。

（1）中国経済体制の特性から、所有形態を考慮する必要があるため、非上場の民営企業 1

社、旧国有企業 1社、国有企業 1社を選んだ。

（2）産業の属性により、企業形態の違いが認められるため、同じ製造業の 3社を事例と

して取り上げることにした。

（3）かつての後発企業であった日韓企業より、中国後発企業を相対的に短期間で急速な

成長を遂げた要因の一つが、先発国企業からの経営資源を獲得と活用するということがあ

る。比較を可能に成らしめるためのシステムとして、中国製造業の上位にランクされた企

業 3社に絞った。（2021 年中国戦略性新興産業における有力企業上位 100社）
3
。

3
https://finance.sina.com.cn(2022年 09月 06日に最終アクセス)
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（4）各パターンの代表的な事例企業は、先発国企業からの経営資源を活用し、それに基

づいて独自のインセンティブ・システムを構築することにより、グローバル化とともに企

業成長を遂げた。

（5）具体的な 3社のインセンティブ・システムパターンは当然異なっており、だが、後

発企業としてのキャッチアップの成果が高く、各年代のコア技術の革新とともに主要事業

を形成し、独自の発展プロセスを持っている。

2.4 本研究の仮説設定

中国企業において、ホワイトカラー従業員の流出が企業発展に大きな影響をあたえると

いう結論が出されている。優秀な人材を確保することは、ブルーカラーよりもホワイトカ

ラーのほうが問題の所在であると指摘されたため、本研究では「中国企業の人的資源管理

製造企業におけるR＆D従事者のインセンティブ・システムを中心に」というテーマを結

び付けて考えると、代表的な事例企業において R&D従事者を研究対象とする必要がある

と考えている。

本研究は、上記の視点に基づき、研究目的を達成するために 3つの仮説を設定する（図

表 0‐3）。

図表 0‐3 本研究の仮説設定

 中国製造業企業における代表的なインセンティブ・システムの基本パターンは、①市

場連鎖型、②二元型、③混合（ミックス）型によって象徴される。

 時間軸で見れば、計画経済から市場経済への過渡期（1978〜1991）、市場経済確立期

（1992〜2000）、融合・発展期（2001〜2012）、自主創新期（2013〜）という４つ

の時期を経ながら中国の国情と企業が置かれた経営環境に応じて、先進国のインセン

ティブ・システムを選択的に導入・改善し、それを成熟させてきた。

 先進国企業からの学習に焦点を当てると、そのターゲットは社員中心型（日本）、株

主中心型（米国）、株主と社員並行型（ドイツ）に絞られる。先進国企業のインセン

ティブ・システムを選択するにあたって、単一企業、単一国家という選択もあれば、
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企業の混合、国家のミックスという選択もあった。

よって、本研究の仮説は下記の通り設定する。

I．中国製造業企業のインセンティブ・システムは、先進国において長年にわたって培われ

たインセンティブ・システムをべースにできたものであり、「後発の利点」をフルに生か

しつつも企業の戦略目標を達成しようと狙ったものである。

II. 先進国における特定モデル、特定国家のインセンティブ・システムを鵜吞みにする形

で導入するのではなく、中国の国情と企業が置かれた経営環境に応じて、先進国の成功し

たインセンティブ・システムを選択的に導入し、企業本来のインセンティブ・システムの

要素と融合し、中国企業ならではの独自性が特徴づけられるものである。

Ⅲ. 学習→アクセス→選択→融合→再学習→改善というサイクルで、時とともにインセン

ティブ・システムの充実と改善を図り、経営環境の変化に対応してきた。

出所：筆者作成。

3．研究方法と論文構成

3.1 研究方法

本研究では、上記の問題意識と課題を出発点にし、基本的には企業実態調査
4
による一次

基礎データを主とし、それに加えて先行研究を渉猟して論理的検討と文献調査を行う。本

研究では、中国企業におけるHRMを考察し、実施されているインセンティブ・システム

を分析する。さらに、企業の事例分析を通じて、インセンティブ・システムの状況や問題

点を分析し、中国企業のHRM論におけるインセンティブ・システムに関して、三つの仮

説設定と三つの事例分析を取り上げながら、理論検討及び実証分析を用いる。次節では、

本研究に入る前に、まず本研究の全体的な論文構成について記述することから始めよう。

4
本研究では、ケース分析を用いた理由はいくつある。まずEisenhardt（1989）によれば、ケーススタディは、一つま

たは複数の事例を分析する手法であり、特に、研究が十分になされていない分野に対して、理論構築を行うことに適し

ていると主張されている。本研究では、経営資源活用によるインセンティブ・システムの構築という新たな視点に焦点

を当てており、この分野における理論構築に貢献することが期待される。また、ケーススタディは現実と理論と結び付

けることができ、議論を豊かにすることができる。本研究では、実際の中国企業を事例として取り上げ、彼らが経営資

源をどのように活用し、独自のインセンティブ・システムを構築しエチルのかを具体的に分析する。これにより、理論

と現実の接点を見出し、新たな洞察を生み出すことができるであろう。
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3.2 本研究の概要と構成

本研究では、8章と最後の結びからなる 3部構成となる（図表 0‐4）。以下で、各章のあ

らましを紹介する。

図表 0‐4 本研究の枠組み

出所：筆者作成。

序章は導入部分であり、本研究の研究背景を紹介し、本研究の問題意識を提示した後、

企業経営におけるHRM、特にインセンティブ・システムの位置づけと重要性を渉猟する。

そして、この分野に残る課題を指摘し、研究目的と研究方法を明確にする。その後、イン

センティブ・システムに関する仮説を提示する。

文献調査

理論的検討

分析モデルの

構築

現地調査

実証分析

仮説検証

現状分析

中国企業の HRMにおける

インセンティブ・システム

理論研究

中国企業における HRMの発展および中国

企業に適用できるインセンティブ・システ

ムをめぐり、本研究に用いるインセンティ

ブ・システム・サイクルモデルを構築

中国企業におけるインセンティブ・システムの展開段取りの検証、該当システムの基本

パターンに関する類型化分析、先進国との比較を通じて中国企業のインセンティブ・シ

ステムの特徴を明らかにする。

実証分析

2層の基本パターンに即した企業ファーウェイ、ハイアール、ハイセンスの事例を取り

上げ、インセンティブ・システム・サイクルモデルを用いた実証分析を行う。

本研究の結論および今後の課題
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第Ⅰ部は、第 1章と第 2章からなり、本研究で行う議論の理論的・現実的な背景を提示

し、本研究の位置づけを明確にする。

第 1章では、中国企業におけるHRMの現状と問題点を考察したうえで、インセンティ

ブ・システムが中国ではどのような歴史的状況下で、どのような内容を持って発展してき

たのかを振り返り、インセンティブ・システムについての発展段階の特徴と定義を明確す

る。

第 2章では、インセンティブはHRMにおける最も重要かつ基本的な要素であり、また、

困難を伴う機能であるとされている。理論的考察は、時代の変化とともに、HRMの変化

も現れる。テイラーの科学管理やホーソン実験を代表する人間関係管理から、マズローの

欲求階層説やハーズバーグの動機付けなどが企業経営において重視されるようになった。

先進国で発展してきたHRMの理論と実践は、中国企業に適用可能であることを認識し、

理論と先行研究から得た示唆を踏まえながら、本研究独自の分析フレームワークを提示す

る。

第Ⅱ部「中国企業におけるインセンティブ・システムのポートフォリオとパターン」は、

第 3章と第4章からなる。国際比較を通して、中國企業におけるインセンティブ・システ

ムの特性を提示する。

第 3章では、経済のグロバール化、知識経済化、IT 時代の到来、そして中国のWTO 加

盟などにより，世界経済における市場競争は企業にとって有能な人材の獲得競争となり、

有能な人材の獲得が競争優位の決め手となっている。人材の重要性が認識されてきた。先

進国である日本、アメリカ、ドイツの企業における代表的なパターンの特徴を究明する。

第 4章では、先進国から導入されたインセンティブ・システムを吸収し、中国特有のイ

ンセンティブ・システムの実態を考察したうえで、現在採用されている基本的なパターン

を検討・分析する。さらに、これらの検討を通じて、インセンティブ・システムの構築と

重要な関連性があると考えられる要素を抽出し、中国企業におけるインセンティブ・シス

テムの優位性や特性について考察する。

第Ⅲ部は、現地調査に基づいたファーウェイ、ハイアール、ハイセンスの 3社の事例研

究に焦点を当てており、第 5章～8章からなる。

第 5章では、通信産業の「モデル会社」とされるファーウェイにおける「能力主義的職

能給制度」と「従業員持株制度」を組み合わせた二元型インセンティブ・システムの革新
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を、第 6章では、伝統的な製造業からコミュニティ・エコロジー IOT
5⁾企業に転換した巨大

家電メーカー・ハイアールにおける提供価値に基づく市場連鎖型インセンティブ・システ

ムの改革を、第 7章では、国有企業「自主技術立社」のハイセンスにおける「三位一体」

の混合型（ミックス）インセンティブ・システムを取り上げる。各章では、それぞれの改

革の概要とその効果について分析し、調査結果を整理する。

第８章「事例研究のアセスメント・システム」では、まず中国企業競争力のアセスメン

ト・システムの主要要素について考察する。それから、三つの事例をめぐって各パターン

のキャッチアップ戦略をアセスメントする。最後に、中国企業はキャッチアップ戦略によ

り構築されたインセンティブパターンについてまとめ、その効果や成果を評価する。

終章では、仮説検証の結果と結論を中心に議論する。本研究の要約と結論について述べ

た後、新たな環境に置かれる企業に適用可能な理論モデルを明確化し、企業経営や従業員

行動への示唆を提案する。最後に、本研究では十分に検討できなかった課題や今後の展望

についてまとめ、将来の研究に向けた展望を述べる。
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